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�　　　議事係長　　　　　石　　川　　早　　苗
開会　午前　９時５９分
　　　　◎開会宣告
〇議長　北谷文夫君　おはようございます。ただいまから平成２１年第１回砂川市議会臨時会を開会します。

　　　　◎開議宣告



〇議長　北谷文夫君　本日の会議を開きます。

　　　　◎日程第１　会議録署名議員指名
〇議長　北谷文夫君　日程第１、会議録署名議員の指名を議題とします。
　会議録署名議員は、会議規則第７８条の規定により、矢野裕司議員及び一ノ瀬弘昭議員を指名します。
　本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。

　　　　◎日程第２　会期の決定
〇議長　北谷文夫君　日程第２、会期の決定を議題とします。
　お諮りします。
　今臨時会の会期は、４月１４日の１日間としたいと思います。ご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、会期は１日間と決定いたしました。

　　　　◎日程第３　議案第２号　砂川市税条例及び砂川市税条例の一部を改正する条例
　　　　　　　　　　　　　　　　の一部を改正する条例の制定について　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第３号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定
　　　　　　　　　　　　　　　　について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　議案第１号　平成２１年度砂川市一般会計補正予算　　　　　　　
〇議長　北谷文夫君　日程第３、議案第２号　砂川市税条例及び砂川市税条例の一部を改正する条例の一部を改正す
る条例の制定について、議案第３号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定について、議案第１号　
平成２１年度砂川市一般会計補正予算の３件を一括議題とします。
　各議案に対する提案者の説明を求めます。
　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、議案第２号　砂川市税条例及び砂川市税条例の一部を改正する条例
の一部を改正する条例の制定についてご説明を申し上げます。
　改正の理由は、地方税法の一部が改正されたことに伴い、本条例の一部を改正しようとするものであります。
　改正の主な内容は、附属説明資料に基づき説明をいたしますので、１１ページをお開きいただきたいと存じます。
なお、附属説明資料の表の構成につきましては、左から改正条項、改正項目、改正の内容、適用年月日となっており
ます。
　第１条の砂川市税条例の改正から説明をいたします。第３６条の２は、市民税の申告の定めであり、地方税法施行
規則で定められている寄附金税額控除の申告書である第５号の５の２様式を加える改正であります。
　第３８条の改正は、個人の市民税の徴収方法の定めであり、条例第４７条の２第２項が削除されたことによる条文
の整理であります。
　第４７条の２の改正は、公的年金の所得に係る個人の市民税の特別徴収の定めであり、公的年金に係る特別徴収税
額に他の所得に係る税額を加算することができる規定を削除する改正規定及び項の移動であります。このことにより
公的年金から天引きされる税額は、年金に係る税額のみとし、年金以外の所得に係る税額は従来同様の納付方法とな
るものであります。
　第４７条の３及び第４７条の５の改正は、第４７条の２第２項が削除されたことに伴う条文整理であります。
　第５４条第６項、第７項は固定資産税の納税義務者の定めであり、引用条項の変更に伴う改正、つまり第６項は土
地改良法の一部が改正され、引用条項が条ずれしたもの、第７項は地方税法施行規則が一部改正され、条ずれしたも
のであります。
　第５６条は、固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者の申告の定めであり、医療関係者の養成所にお
いて教育の用に供する固定資産税に係る非課税措置の対象法人が拡充されたことに伴う改正であります。
　第５８条の２の改正は、固定資産税の非課税の規定の適用を受けようとする者がすべき申告の定めで、社会医療法
人が直接行う緊急医療等確保事業に係る業務の用に供する固定資産税が非課税にされたことにより申告方法の条文を
追加するものであります。
　第５９条は、固定資産税の非課税の規定の適用を受けなくなった固定資産の所有者がすべき申告の定めで、非課税
の適用の拡充に伴い、用途に供しなかった場合の申告についての定めを改正するものであります。
　第９３条第２項の改正は、民法の法律番号を追加するものであります。
　第１４３条第４項は、国民健康保険税の課税額の定めで、介護納付金課税額の限度額について現行９万円を１０万
円に改正するものであります。課税限度額については、現在の９万円が法改正により１０万円と定められ、現行より
１万円引き上げることとなり、国民健康保険税の納税義務者のうち４０歳から６４歳の世帯の課税限度額は総額で現
行６８万円が１万円引き上げ６９万円となります。この限度額の引き上げに伴う増収分については、平成２１年度の
見込みでは８４世帯、７６万４，０００円となるものでございます。なお、限度額を引き上げない場合については、
特別調整交付金の交付の要件を満たさないということから同額に引き上げるものでございます。
　第１５９条第１項は、国民健康保険税の減額の定めで、軽減後の介護納付金課税額の課税限度額について現行９万
円を１０万円に改正するものであります。
　第１５９条第２項の改正は、国民健康保険税の減額の定めで、２割軽減該当世帯について一律に軽減対象とするた
めに軽減を該当させない取り扱いを定めていた条文を削除するものであります。
　次に、附則についてでありますが、附則第７条の３は次条が追加されることに伴う条文整理及び個人市民税の住宅
借入金等特別税額控除の適用を受けるための申告書の提出期限の特例を削る改正であります。
　附則第７条の３の２は、個人市民税の住宅借入金等特別税額控除の定めで、平成２１年から平成２５年までに入居
した者を対象とする住宅借入金等特別税額控除が新たに定められたことによる改正であります。これは、住宅ローン
控除の適用を受ける者のうち所得税から控除し切れなかった控除額について、最高９万７，５００円を限度に住民税
から控除する制度の創設で、この制度に伴う市税の減収分につきましては全額国費で補てんされます。なお、平成２
２年度課税分からの制度となります。
　附則第８条の改正は、肉用牛の売却による事業所得に係る市民税課税の特例で、地方税法の一部改正に伴う条文整
理であります。
　附則１０条の改正は読みかえ規定で、条文整理であります。
　附則第１０条の２は、新築住宅等に対する固定資産税の税額の規定の適用を受けようとする者がすべき申告の定め
で、高齢者向け優良賃貸住宅について減額の適用を受ける場合の添付書類の改正及び引用条項の変更に伴う条文整理
であります。
　附則第１１条は、土地に対して課する平成１８年度から平成２０年度までの各年度分の固定資産税の特例に関する
用語の意義の定めで、適用期間を３年間延長するための改正規定であります。
　附則第１１条の２は、土地の価格の特例の定めで、評価替え年度以外の年度において土地価格が下がっている場
合、各年度において評価額を下げることができるとする下落修正措置の適用を延長する改正規定であります。
　附則第１１条の３の改正は、鉄軌道用地の価格の特例の定めで、特例廃止のため条文を削除するものです。



　附則第１２条は、宅地等に対して課する平成１８年度から平成２０年度までの各年度の固定資産税の特例の定め
で、適用期間を３年間延長するための改正規定であります。
　附則第１２条の２、第１２条の３の改正は、条文整理による条文を削除するものであります。
　附則第１３条は、農地に対して課する平成１８年度から平成２０年度までの各年度の固定資産税の特例の定めで、
適用期間を３年間延長するための改正規定であります。
　附則第１３条の２の改正は、条文整理により条文を削除するものであります。
　附則第１５条の２は、特別土地保有税の課税の特例の定めで、適用期間を３年間延長するための改正規定でありま
す。
　附則第１６条の４、附則第１７条の改正については、市民税の課税の特例の定めでありますが、地方税法の一部改
正に伴い、条文整理をするものであります。
　附則第１７条の２の改正は、優良住宅地の造成のために土地を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る市民税の特例の
定めであり、適用期間を５年間延長するとともに租税特別措置法が一部改正されたことによる条文整理であります。
　附則第１８条、附則第１９条の改正については、市民税の課税の特例の定めでありますが、地方税法の一部改正に
伴い、条文整理をするものであります。
　附則第１９条の２の改正は、特定管理株式が価値を失った場合の株式等に係る譲渡所得等の課税の特例の定めで、
この特例に特定保有株式を加える改正で、これにより価値を失った特定保有株式について譲渡損失とみなす規定を適
用するものであります。
　附則第２０条の改正は、特定中小会社が発行した株式に係る譲渡損失の繰り越し控除等及び譲渡所得等の課税の特
例の定めで、引用条項の変更に伴う条文整理であります。
　附則第２０条の２は、先物取引に係る雑所得等に係る個人の市民税の課税の特例の定めで、租税特別措置法の一部
改正に伴い、所得の種類に譲渡所得を加える改正及び地方税法の一部改正に伴う条文整理であります。
　附則第２０条の４の改正は、条約適用利子等及び条約適用配当等に係る個人の市民税の課税の特例の定めで、地方
税法の一部改正に伴い、条文整理を行うものでございます。
　附則第２１条、第２１条の２、第２１条の３の改正は、宅地等に対して課する都市計画税の特例の定めで、それぞ
れ適用期間を３年間延長する改正であります。
　附則第２１条の４は、宅地等に対して課する都市計画税の特例の定めで、適用期間を３年間延長する改正及び地方
税法の一部改正に伴い、条文整理をするものであります。
　附則第２１条の５、第２１条の６は、宅地等に対して課する都市計画税の特例の定めで、それぞれ適用期間を３年
間延長する改正であります。
　附則第２２条は、農地に対して課する都市計画税の特例の定めで、適用期間を３年間延長する改正であります。
　附則第２３条の改正は、都市計画税等の課税標準の特例の定めで、地方税法の一部改正に伴い、条文整理をするも
のであります。
　附則第２８条から附則第３５条までは、国保の課税標準額の特例を定めるもので、附則第２８条は上場株式等に係
る配当所得に係る国民健康保険税の課税の特例の定めで、所得割額の算定に当たり課税標準となる金額に配当所得を
加えることとする改正であります。
　附則第２９条、第３０条の改正は、譲渡所得に係る国民健康保険税の課税の特例の定めで、附則第２８条の追加に
伴う条の移動と地方税法の一部改正に伴う条文整理であります。
　附則第３１条の改正は、附則第２８条の追加に伴う条の移動であります。
　附則第３２条は、上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰り越し控除に係る国民健康保険税の課税の特例の定
めで、配当所得を所得割算定の課税標準にする際、上場株式等に係る譲渡損失の損益通算及び繰り越し控除を行うこ
ととする改正であります。
　附則第３３条は、前条同様の国民健康保険税の課税の特例の定めで、地方税法の一部改正に伴う条文整理及び条の
追加に伴う条の移動であります。
　附則第３４条の改正は、附則第２８条、第３２条の追加に伴う条の移動及び条文整理であります。
　附則第３５条の改正は、先物取引に係る雑所得に係る国民健康保険税の課税の特例の定めで、先物取引に係る所得
の種類に譲渡所得を加える改正及び附則第２８条、第３２条の追加に伴う条の移動であります。
　附則第３６条から第３９条の改正は、附則第２８条、第３２条の追加に伴う条の移動であります。
　次に、第２条の砂川市税条例の一部改正であります。附則第１０条の２は、新築住宅等に対する固定資産税の減額
の規定の適用を受けようとする者がすべき申告の定めで、認定長期優良住宅について固定資産税の減額の適用を受け
ようとする者がすべき申告に係る規定の追加及びこれに伴う条文整理であります。この附則第１０条の２が既に第１
条で改正されていることから、施行日が違うということから第２条により定めるものであります。
　次に、第３条の砂川市税条例の一部を改正する条例の一部改正であります。これは、昨年５月に条例改正したもの
のうち、今回平成２０年１月１日の適用日が到来する前に改めて改正が必要となったものであります。
　附則第１６条の３は、上場株式等に係る配当所得に係る市民税の課税の特例の定めで、地方税法の一部改正に伴う
条文整理であります。
　附則第１条は、施行期日の定めで、個人市民税の経過措置について一部が廃止されたための条文整理であります。
　附則第２条は、個人の市民税に関する経過措置の定めで、地方税法の一部改正に伴う条文整理、経過措置の一部が
廃止されたことによる項の削除及びそれに伴う項の移動であります。
　次に、８ページに戻っていただきたいと存じます。施行附則についてであります。第１条には、この条例の施行期
日を定めております。公布の日から施行し、平成２１年４月１日から適用するものであります。ただし、第１条の規
定中、第１号から第５号に定めるものはそれぞれ記載された日から適用するものであります。
　第２条は、個人の市民税に関する経過措置の定めであり、第３条は固定資産税に関する経過措置、第４条は都市計
画税に関する経過措置、第５条は国民健康保険税に関する経過措置であります。それぞれ改正に関する部分は、特段
の定めがあるものを除き平成２１年度課税分から適用するもので、平成２０年度分まではなお従前の例によるもので
あります。また、固定資産税及び都市計画税の納期について、通常４月に納期を設定していますが、評価替えの年で
ある今年度について１カ月おくらせ、５月に第１期を設けるものであります。
　以上が地方税法改正等による砂川市税条例改正内容であります。よろしくご審議いただきますようお願いを申し上
げます。
〇議長　北谷文夫君　市民部長。
〇市民部長  井上克也君  （登壇）　議案第３号　砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例の制定についてご
説明申し上げます。
　改正の理由でありますが、平成２０年４月の制度改正により退職被保険者数が大幅に減少し、国民健康保険運営協
議会での拠出者側の立場から意見を反映する意義が薄れ、被用者保険等保険者を代表する委員を廃止するため、本条
例の一部を改正しようとするものでありますが、この件に関し具体的に申し上げますと、会社等を退職後厚生年金や
共済年金を受給し、国民健康保険に加入する被保険者は退職者医療制度の適用を受けることとなりますが、退職被保
険者の医療給付費の財源は退職被保険者の国民健康保険税と被用者保険からの保険者からの拠出金によって賄われて
おり、退職被保険者数は制度改正前の対象年齢が７４歳以下で２，０００人以上おりましたが、制度改正後は対象年
齢が６４歳以下となったことにより３００人程度に減少したことから、国民健康保険運営協議会の被用者保険等保険



者を代表する委員を廃止しようとするものであります。
　なお、国からは拠出者側の意見を聞くべき退職被保険者数は１，５００人以上との指導を受けていたところであり
ます。
　それでは、次ページをお開きいただきたいと存じます。砂川市国民健康保険条例の一部を改正する条例であります
が、改正の内容につきましては３ページ、附属説明資料の新旧対照表によりご説明申し上げます。向かいまして左が
現行、右が改正後となっております。改正部分につきましては、アンダーラインを表示しております。第２条は、国
民健康保険運営協議会の委員の定数を定めるもので、現行第４号、被用者保険等保険者を代表する委員１人を改正後
は削除するものであります。
　附則として、この条例は、平成２１年６月１日から施行するものであります。
　以上、よろしくご審議賜りますようお願い申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　議案第１号　平成２１年度砂川市一般会計補正予算についてご説明いたしま
す。
　今回の補正は、第１号であります。第１条は、歳入歳出予算の補正でありますが、歳入歳出予算の総額に歳入歳出
それぞれ７４６万１，０００円を追加し、歳入歳出予算の総額をそれぞれ１０３億９，７４６万１，０００円とする
ものでございます。
　初めに、１０ページをお開きいただきたいと存じます。５款労働費、１項１目労働諸費で二重丸、緊急雇用創出事
業に要する経費７４６万１，０００円の補正は、国の平成２０年度の第２次補正に基づく事業で、急激な経済情勢の
変動により離職を余儀なくされた非正規労働者や中高齢者等を主な対象として現在失業されている方々を雇用し、緊
急的、一時的なつなぎ就業の機会を提供するもので、実施基準は事業費に占める人件費割合がおおむね７割以上かつ
事業に従事する全労働者に占める新規雇用する失業者数の割合がおおむね７５％以上、雇用期間が６カ月未満となる
もので、平成２３年までの３カ年の事業であります。道央砂川工業団地環境整備委託料は、工業団地内の雑木の抜
根、草抜き、清掃活動で、実人員４人のうち新規雇用者３人掛ける６０日で１８０日、監督員として既雇用者１人掛
ける４０日、合計雇用創出数は延べ２２０日となるものであります。公共施設周辺環境整備委託料は、旧豊沼中学校
屋内整理、屋外周辺環境整備、石山中学校教員住宅、砂川小学校教員住宅、旧晴見道営住宅跡地、旧ＪＲ歌志内線の
周辺環境整備、雇用促進住宅ののり面環境整備など雑木の抜根、不法投棄物や不良品の処分等を行うもので、実人員
４人のうち新規雇用者３人掛ける６０日で１８０日、監督員として既雇用者１人掛ける５０日、合計雇用創出数は延
べ２３０日となるものであります。
　以上が歳出でありまして、歳入につきましては５ページ、総括でご説明を申し上げます。１５款道支出金は７４６
万１，０００円の増となりますが、これは緊急雇用創出事業費として全額道補助金となるものであります。
　以上、よろしくご審議いただきますようお願いを申し上げます。
〇議長　北谷文夫君　以上で各議案の提案説明を終わります。
　これより議案第２号及び第３号の一括質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　私は、市税条例の関係のまず４７条の２の２項の削除に関してのご質問をしたいと思っ
ているのですけれども、その前に実は今議場を抜けて例規集をとりに行ったのですが、この例規集にこの前の改正に
なったものも載っていずに、何の参考にも実はならなくて、あえてお伺いするのですけれども、そもそもこの特別徴
収というのはいつから適用になるはずだったものだったのかをちょっと、例規集に載っているだろうと思って今見た
のですけれども、それも載っていなかったので、今ここで聞かざるを得ないので、ちょっと教えていただけますか、
まず。
　それから、今回私は修正案を出してまでのことをやった内容なのですけれども、既にその大事な部分で変更が出て
いるのですね、国のほうからの。全くおかしな話で、何でこんなことになるのかなと思うようなことなのですけれど
も、第４７条の２の２項というのは、先ほど総務部長のほうからの提案説明もあったのですけれども、要するに今ま
では年金に係る住民税、これを年金から天引きをする。しかし、ほかにも所得があった場合は、それも加算して年金
からの天引きをするというものであったわけです。私は、修正案の中でもお話ししましたけれども、税というのはや
はり個人がきちっと自分の責任で納めるのが納税の義務であって、その天引きされるというのはそもそもおかしいの
ではないかというのがもとの考え方だったのですけれども、大もとの部分は変わってはいないのですけれども、なぜ
この今のこの時期にその４７条の２の２項が削除されるのかというのが私にはわかりませんので、まずそこの理由を
お話をいただければと思います。
　それから、もう一点なのですけれども、これまでいろいろな国民の声によって国のほうは後期高齢者医療制度の関
係も天引きに、年金の天引きにすると言っていたのを選択制にしていったりとか、あるいはこの前もやった国保税の
関係は、もともとどちらかを選べるということではあったとは思うのですけれども、市のほうとしてはあえてその単
独のチラシを入れて、その選択ができるということをお知らせしているような状況があったのですけれども、そうい
うことからしていくと、なぜこの住民税の年金天引きだけが残ってしまっているのかというのがどうもわからないの
です。私が考えれば、後期高齢者の関係とか国保税の関係というのは、かなりマスコミで取り上げられたり、いろい
ろなことがしていましたけれども、この住民税の年金天引きというのは余り外に出ていなかったがために、ここだけ
はやらせてもらおうかなみたいな国の妙な考え方があったのではないかというふうには思うのですけれども、こちら
の事情等も当然国のほうからのお話もあったりもするでしょうから、お聞かせをいただきたいと思います。
　私は以上です。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　３点ほどご質問がございました。
　まず、特別徴収についてはいつから行われるのかと、年金からの特別徴収でございます。これにつきましては、１
０月より実施することとなってございます。
　それと、２点目でございます。４７条の第２項が削除をされる理由ということでございますので、これにつきまし
ては若干ちょっと経過も含めてご説明を申し上げたいというふうに思います。この４７条の２につきましては、平成
２１年４月からの公的年金等に係る所得に係る個人の市民税の特別徴収についての定めでございまして、第１項では
市民税の納税義務者が前年中において年金の支払いを受けたもので、かつ老齢年金の給付を受けている年齢６５以上
の者は前年中の年金所得に係る所得割額と均等割額の合算額の２分の１の額を１０月から３月までの年金支払い月に
特別徴収の方法により徴収すると定めているものでございまして、第２項は前年の所得に給与所得及び年金所得以外
の所得がある場合、確定申告時に普通徴収の方法によって徴収を希望する旨の記載がある場合を除き、年金所得以外
の所得についても年金所得に係る特別徴収額に合算して徴収するという定めでございます。もう一つ、第３項がござ
いまして、これにつきましては年金所得に係る課税額のうち第１項の定め以外の部分につきましては、平成２１年９
月までは普通徴収により徴収するという定めでございまして、今回この第２項、年金所得とそれ以外を合算するとい
う項目について削除することとなりましたけれども、この点につきましては実際にこれを運用する面で社会保険庁の
システム、いわゆる電算システムでございますけれども、これの合算処理が実際はできなかったということで、当面
はその他所得を合算して特別徴収ができないことから、砂川市の条例も国の法律に基づいて改正してございましたけ
れども、今回の改正についてこれを削除し、年金から天引きする住民税はあくまでも年金所得の部分に対するものと



いうふうに改正するものでございます。
　それから、３点目でございます。後期高齢者医療保険料、それから国民健康保険税、料については選択制であった
けれども、住民税についてはどうして選択制にならないのかということでございます。これにつきましては、非常に
いわゆる公租公課といいますか、公租というのは税のことを指しておりまして、公課というのは料ということで後期
高齢者の保険料、それから砂川市は国民健康保険税としておりますけれども、もともと国の制度でいけば大部分は国
民保険料となってございまして、税と料の違いというのはかなり大きなものがございます。時効についても５年と３
年、それから強制力についても例えば全然違うというようなのがございまして、所得税についても従前から年金のほ
うからそれぞれ引かれていたという経過がございます。それらの違いから、強制力を持っているということから住民
税については所得税と同じように選択制ではなく、そのまま年金のほうから特別徴収を行うというふうな観点に立っ
ているものと考えております。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　まず、こういう税のあり方というのが非常に目まぐるしく変わってわかりづらくなっている。事実
としては、砂川市の例規集ですら追いつけないのですよね。追いつけないって、今回の改正のが載っていないのはわ
かりますよ。この前の改正のが載れないぐらいに、その改正がまだ実際に適用される前にもう一回変わるのですよ
ね。こんなでたらめな話というのは本当にないと思うのです。そのたびに税条例も変えて、一体私たちはどうやって
市民にお知らせしていったらいいのかって本当にわけわからないのですけれども、特に今回の先ほどの理由が、幾ら
総務部長に、それから市長に言ったって始まらないのでしょうけれども、理由が理由ではないですかね。この２条２
項を削除する理由は、特別徴収の義務者である社会保険庁が、今のお話だと合算するシステムができないと。こんな
ふざけた話が本当にまかり通るのでしょうかね。このシステムができるかできないかもわからないで国会もこれを通
したわけでしょう。実際にやってみようとしたら、社会保険庁のほうがバンザイしてしまったということなのですよ
ね。そして、慌てて今度はそれを削除する。こんなの許せませんよね。
　私たちの税金をどう取るのかという、こんな大事な問題をそう本当に簡単に、ああ、間違ってしまったとか、あ
あ、やってみたのだけれども、できなさそうだなんていうことでころころ変えられるということは、本当に信頼関係
というのがなくなっていくことをわざわざ国のほうがやっているようなひどい今状況だと私は思うのですけれども、
社会保険庁が何でと聞いても、実際できないのだからしようがないという答えなのでしょう。ただ、こういうことっ
て市長、何とか我が自治体としては、言えることというのは言えないのですかね。もうあくまでもこれは、国の法律
がこう変わってきたから、そういうふうにするしかないというのは、今までずっとお答えがそうでしたよ。上の法律
が変われば、うちの条例も変わらなければならないのだと。だけれども、こんなひどい話ないのではないかなという
ふうには思うのですけれども、もうこれは市長はこういうことについて一体どんな所見をお持ちなのかというのは本
当にお伺いをしたいなというふうに思っておりますけれども、所見があればぜひお伺いをしたいのですが。
　さて、それで年金からの天引きということなのですけれども、料と税との関係というのは、ちょっとなかなか難し
いのではないかなと思うのは、それで確かに国民健康保険というのは利用料というふうに言っているところも多いで
すよね。介護保険も利用料ですね、あれ。後期高齢者もそうで、では税との関係はというのは、それがある程度一緒
で統一されていれば、何とかそこを理由にという考え方もあるのかもわからないのですけれども、では砂川市の場合
はどうかというと、先ほど部長もおっしゃっていたとおりにここは税務課が扱う国民健康保険税になっていますか
ら、そういう意味でいえば、ではうちは何か矛盾しているのではないのと、今の総務部長の論理でいけばですよ。国
保のほうは、選択制が行われていて、しかもチラシでお知らせまでしていると。ところが、こっちは税だから、ある
程度強制的に取ってもおかしくはないのではないかという今のお話だったのですけれども、ではそこのところの私は
矛盾を感じるのですけれども、どういうふうに納得するような、納得でき……納得すればいいのかなというふうには
思うのですけれども、法律論議ここでしてもしようがないですから、お答えがあればちょっとお伺いしたいのですけ
れども、ただ現実的に、たしか以前の総務文教委員会の中でお話があったのですけれども、選択制になった段階でそ
の選択をした人たちがどのくらいいたのかというたしか報告があったのです。意外と少なかったように思っているの
ですけれども、少し前の話だったものですから、それ以降どんなふうになっているのかをちょっと具体的な質問とし
てはお伺いをしたいなというふうに思っています。
　それから、もし選択制、選択をする人たちの人数、全体も、つまり税金を納めない人は、非課税の方々はこれ関係
ないわけで、課税対象の方々が大体６５歳以上で何人ぐらいいるのか今わかりますか。わかります。そうしたら、も
しそれがわかっていて、そしてその中で口座振替に変えていった方々が大体どのくらいいるのか。できれば、ただ、
今の利用料なり税という関係だけではなくて、口座振替ではなくて年金から天引きするということの、僕が言うのも
変ですけれども、現実的に考えてみるとよさというのかな。何かあるのではないかなという気もしないでもないの
で、その辺あればお話をいただきたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　天引きから口座振替への切りかえ、いわゆる年金からの天引きから口座振替の振りかえを
された方の人数でございますけれども、後期高齢者でいきますと、この切りかえの申し出者は納税義務者数が３，１
８５人ございまして、年金からの特別徴収実施者は１，３８９人であり、このうち切りかえを申し出た者は１７５人
でございまして、率で１２．６％の切りかえ率というふうになってございます。それから、国民健康保険につきまし
ては、納税義務者数３，１５２人中、年金からの特別徴収者４７６世帯、このうち切りかえ申し出者数は５９人とい
うことで１２．４％の切りかえ率というふうになってございまして、現実的にはいろいろ論議があったのですけれど
も、年金からの天引きを希望される方が圧倒的に多いと。それで、これ納税のほうでいろいろ相談を受けながらお聞
きしているのですけれども、やっぱり高齢者についてはその納める手数、手数、それから等を考えると年金支給月に
合わせてそこから引かれるほうが非常に楽なのだという声が多かったというふうに、現実的には多かったというふう
に聞いてございます。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　もうちょっと答えてほしいのだよね。意外とその納付時期だとか、そういうのというのはちょっと
話ってできないですかね。もういいや。要するに何で口座振替になろうとしているのに、あれだけいろいろ話があっ
たのに１２％ぐらい、１割ぐらいの人しか実際は口座振替にしていないと。意外とその声としては、年金天引きのイ
メージが非常に悪くて、何で引かれるのだみたいなことでわあっと盛り上がったのだけれども、実は現実的になって
みると意外とそうでもなかったのかなというところがあるのだろうと思うのです。だから、そこのところをもう少し
ちゃんと言ってくれれば、私たちも皆さんにいろいろ知らせられるのですけれども、何かないですか。納期の関係と
か、例えば今までが４回だったのが年金徴収、天引きになったら６回で分けて払えるようになるとか、何で全部おれ
が言わなければならないのかわからないけれども、そういうことによってこの現状がきちっと私たちも理解できる
し、マスコミがこうやってはやし立てたのだけれども、実は地方自治体になったらば、意外と年金から引かれていく
ということに対しての批判もそうでもないし、普通よりもこっちのほうが便利だという考え方も多いのだということ
がわかるのだろうと思うのですけれども、改めて質問をしてよろしいでしょうか。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　細かくご指摘を受けたわけでございますけれども、国保については４月から１２月までの
６回と、６回で納めていただくというふうになってございまして、年金支給月が偶数月ですから、４月、６月、８
月、１０月、１２月、２月ということで、ちょうど年金の支給月と国保と合っているということがございまして、そ
れで高齢者の方についてはそのまま引かれるほうが非常に楽で、年金支給月以外になるとちょっとつらいという声が



ございます。先ほどそういう旨もちょっと申し上げたつもりでしたけれども、具体的なものが言っておりませんでし
たので、今再度年金支給月に合っていて、そっちのほうがすごく楽なのだというふうに、いう声が非常に多かったと
いうふうに聞いてございます。
〇議長　北谷文夫君　１０分間休憩します。
休憩  午前１０時４８分
再開  午前１０時５９分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　質疑を続けます。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　私も議案第２号、市条例の改正について質疑をさせていただきます。私は、１点のみな
のですけれども、第３条の砂川市税条例の一部を改正する条例の一部改正について、上場株式にかかわる配当所得に
かかわる市民税の課税の特例についてお伺いをしたいというふうに思います。
　これの改正は、先ほども話がありましたように地方税法の改正によるものでありますけれども、上場株式等の配
当、譲渡益課税に対する軽減率の再三、再三延長によるものなのですけれども、本来はこの軽減措置は昨年の１２月
３１日で廃止するということが決まっていたわけであります。ところが、急にこれの３年間特例措置を延長するとい
うことになりました。一律本来の２０％から１０％に下げるわけですけれども、この１０％のうち住民税は３％、そ
れについて道に４割、市町村に６割が配分されるということになっておりますけれども、この軽減率、軽減税率の延
長によってかなり全国的にも税収が大きく落ち込むというふうに言われております。北海道では、北海道の税収でい
えば約１０億が落ち込むと。それは４割ですから、それから市町村の分は６割ですから、約１５億円というふうに試
算されているわけですけれども、私も株式のことは余りよくわかりませんけれども、砂川市へのこれらの影響額とい
うのはどんなふうになるのか、この点のみまず最初にお伺いしておきたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　（登壇）　それでは、上場株式に係る配当所得の市民税の課税の特例について、道内市町
村の落ち込み分は約１５億円と試算されている点についてご答弁を申し上げます。
　今回の条例改正に係る上場株式の配当所得に係る市民税の課税の特例については、地方税法の一部改正に伴う条文
の整理を行うものであります。配当所得の特例は、地方税法の一部改正により特例が延長されましたが、具体的には
上場株式の配当所得の軽減税率が平成２１年度からは原則本則課税を予定していたものを３年間延長して平成２３年
度まで軽減税率のままとするようにしたものであります。この配当所得及び譲渡所得における納税は、北海道が納税
義務者から徴収したものを道内各市町村の道民税割合に案分し、市町村に配当割交付金、株式譲渡所得割交付金とし
て交付しているものでございます。
　お尋ねの影響額につきましては、道内市町村への影響額が１５億円とすれば、砂川市における影響額は約０．３％
、４５０万円が影響額となりますが、道内市町村分の影響が約１５億円という試算は北海道の平成１９年度ベースの
影響額で、昨年からの株価の下落や法人所得の落ち込みにより、これらの影響額については大幅に減少し、平成２１
年度の当初の予算を基礎にしますと落ちる額、いわゆる影響額は約１１８万円ほどと見込んでいるところでございま
す。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　影響額はわかりました。
　先ほども議論がありましたように、今回の麻生内閣が税制改革、改正を行ったわけですけれども、ご承知のとおり
１月２３日に閣議決定をして、先般の国会で十分審議がされていないという経過もあって、先ほど小黒議員もありま
したが、さまざまな大きな問題があったのです。今回のこの問題も一番大きな批判になっておりまして、もともとは
０３年度から小泉内閣が５年間こういう措置をとったのですけれども、いわゆる財産家、大金持ち優遇税制だという
国民の批判の中で、もう去年の１２月にやめようということだったのです。先ほど言ったように税の、税収の落ち込
みも非常に大きいし、地方に与える影響も大きいからやめようということだったのですけれども、急遽また３年間延
長することを今度の税制改革なりに盛り込んで、十分審議されないまま国会を通ってしまったという中身があるもの
ですから、こういう問題が起きたわけですけれども、やはり私たちの感覚ではちょっとわからないのですけれども、
物すごい巨額の減税措置なのですね。この株式取引のいわゆる証券優遇税制、特に今問題になっているのは外需依存
から内需主導型に変えなければ日本の経済はよくならないというふうに言われていますけれども、しかし個々にいる
海外で展開する大企業向けの、個々に新たな減税措置をしたわけですから、日本経済の景気の回復とは逆行になると
いうような批判が大きくありまして、やはりこの税制改革については、これ私たちがここでどう言っても問題にはな
らないのですけれども、やはり地方としても先ほどお話ありましたようにやっぱり声を上げて、本当にこの……これ
でもし消費税の増税というようなことになれば、本当に金持ち優遇税制で庶民に増税ということになりかねないわけ
ですから、そういう意味でぜひこの問題については強く国に対しても要請をしていっていただきたいなというふうに
思っております。
　この今回の砂川市の２１年度予算を見ると、株式等譲渡所得交付金というのが去年より半分になっているのです。
去年は、これはこの税制が反映されてそうなったのか、関係なしに先ほど部長が言ったようにいろんなことが落ち込
んでそうなったのか、ちょっとわかりませんけれども、その辺あたりのちょっと経過だけ、この改正によって減る
と。延長になったら、私は減らないのではないかと思うのですけれども、この点だけちょっとお伺いしておきたいと
いうふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　総務部長。
〇総務部長　善岡雅文君　去年との予算との絡みとその前段にいわゆる上場株式の配当に係る証券税制の国に要請等
も含めてご質問があったわけでございますけれども、この上場株式の配当所得の税率につきましては議員言われてい
るとおり本則においては２０％で、所得税がそのうち１５％、住民税が５％であり、現行制度では軽減されておりま
すので１０％、内訳としては所得税が７％、住民税が３％というふうになってございまして、経過から申し上げます
と平成１５年度の税制改正により、当時の景気の落ち込みや株式市場の低迷、金融機関の不良債権問題に対応するた
めに５年間の時限的な市場対策として導入されたというふうになってございます。その後、平成１９年度の税制改正
で軽減税率の扱いについては活発に論議され、１年延長し、廃止することが決定されたのですけれども、平成２０年
度の改正では軽減税率を廃止するものの配当所得１００万円以下、それから譲渡益５００万円以下の部分については
引き続き軽減税率とすることとしたものでございまして、今回の改正はそれを平成２０年度までの軽減措置をそのま
ま２３年度まで延長するというものでございまして、これにつきましては国の経済政策ですから、いわゆるサブプラ
イムローン等も含めて、内需拡大と言っていますけれども、外需のほうも景気をよくしないとなかなかよくならない
という状況もございますので、そのまま引き続き軽減税率制度の延長が決定したものというふうに理解をしていると
ころでございまして、その予算の関係でございますけれども、これも軽減税率がそのまま継続したものとして予算を
組んでいるところでございます。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで議案第２号及び第３号の質疑を終わります。
　続いて、議案第２号の討論に入ります。
　討論はありませんか。



〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論は終わります。
　これより、議案第２号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり可決されました。
　続いて、議案第３号の討論に入ります。
　討論はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第３号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり可決されました。
　続いて、議案第１号の質疑に入ります。
　質疑ありませんか。
　土田政己議員。
〇土田政己議員　（登壇）　議案第１号について、一般会計補正予算について質疑をさせていただきます。
　今回の補正予算は、先ほど提案説明にありましたように国の平成２０年度第２次補正予算にかかわるものでありま
すけれども、麻生内閣が景気対策として打ち出したのは、この２０年度第２次補正予算では緊急雇用創出事業及びふ
るさと雇用再生特別交付金事業というのをセットで打ち出しております。それで、今回は砂川はそのふるさとのほう
は提案されていないのですけれども、そのこともあわせてお伺いをしたいと思いまして、質疑をさせていただきます
けれども、これらの事業の総体の内容と事業規模についてまずお伺いしたいというふうに思います。
　それから、２つ目には、緊急雇用創出事業については道の交付金が全額ですけれども、市町村への配分額は総額で
約３３億円で配分率は決まっておりまして、砂川市の場合は約１，２３０万円というふうになっておりますけれど
も、今回は７００万ちょっとで、なぜ全額活用して雇用拡大に努めないのか、この点についてお伺いしたいというふ
うに思います。
　それから、３つ目は、先ほど言いましたように今回ふるさと雇用再生特別交付金事業は取り組まれないのか。これ
は、この事業は、実施期間は１年以上３年以内というふうになっておりますけれども、今後の取り組み、見通しと
か、今後の考え方についてお伺いしたいというふうに思います。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　それでは最初に、緊急雇用創出事業及びふるさと雇用再生特別交付金事業の事
業内容、事業規模についてご答弁申し上げます。
　経済情勢の変動により離職を余儀なくされました非正規労働者や中高年齢者等の生活の安定を図るため、国は２０
年度の第２次補正にふるさと雇用再生特別交付金２，５００億円と緊急雇用創出特別交付金１，５００億円を各都道
府県に交付し、北海道は国からの交付金を受けて基金条例制定を行い、今後市町村は北海道の基金を取り崩しながら
平成２１年度から２３年度までの３カ年の期間に実施する雇用対策でございます。緊急雇用創出事業の事業内容は、
離職している、失業している非正規労働者、中高年齢者等の次の雇用へのつなぎの雇用であり、就業機会の創出を図
り、雇用期間は６カ月未満の短期の雇用でございます。採択要件には、事業に占める人件費割合がおおむね７割以
上、事業に従事する労働者に占める新規雇用の失業者数の割合がおおむね４分の３以上であること、通常の日本標準
産業分類に提示される建設事業、土木事業は対象事業とはなりませんし、既に行っている既存事業の振りかえ事業も
認められません。新規事業に限定されております。補助率は１０分の１０となっており、補助事業の採択要件は国や
北海道が示した補助金交付要綱に基づき定められております。
　次に、ふるさと雇用再生特別対策事業の事業内容を申し上げますと、最初に国や北海道が示した新規事業の推奨事
業例を参考に、砂川市が企画した新たな事業であること、雇用機会を創出する効果が高い事業であること、新規事業
で失業者を雇用して、雇用期間が原則１年以上とし、翌年度からの継続雇用が見込まれるものであります。さらに、
失業者に向けられる人件費が２分の１以上であること、事業開始時点において道内で居住している者であること、新
規雇用において特に厳しい状況にある中高年離職者及び若年者に配慮することと障害者等の就職困難者が本事業から
排除されることのないように努めること、幅広い層の失業者に雇用機会を与える観点から、特定の失業者のみを対象
とした事業とならないように配慮することなど、また建設及び土木事業、草刈り等の軽作業、事業継続性の見込まれ
ない調査研究事業等、国や道の補助金、交付金を受けている事業並びに既存事業の振りかえと判断される事業は除か
れており、地域における継続的な雇用が見込まれる新たな事業となっております。
　次に、緊急雇用創出事業における北海道からの砂川市に対する配分額についてご答弁申し上げます。北海道におけ
る市町村への配分額は、緊急雇用創出事業約３３億円となっており、北海道も３カ年で基金から取り崩して市町村に
配分することになります。砂川市の配分予定額は３カ年で１，２３０万１，０００円、そのうち初年度に６割相当額
を平成２１年度に執行するように指示される予算配分を受けたところでございます。したがいまして、６割相当分と
なる７４６万円を平成２１年度予算として計上しているところであり、残り４割相当額は２２年度と２３年度にそれ
ぞれ２分の１ずつとなります２４６万円を予算執行する予定でございます。
　次に、もう一つのふるさと雇用再生事業はなぜ取り組まなかったのか、今後の取り組みの見通しについてご答弁申
し上げます。雇用、緊急雇用創出事業とふるさと雇用再生特別交付金事業は、去る１月２７日に札幌で担当者説明会
議が行われ、すぐに１月３０日に市役所で部課長会議を開催し、企画案の提出を含めて事業実施の有無を確認し、２
月１０日までに空知支庁に緊急雇用創出事業とふるさと雇用再生特別交付金事業の事業実施の意向調査書を提出する
期限でございました。平成２１年度に予算措置されていないふるさと雇用再生特別交付金事業における補助事業採択
要件について申し上げますと、国や北海道が示した推奨事業例を参考に市町村が企画した新たな事業として、補助事
業期間の３カ年終了後も引き続き継続的に失業者の通年雇用を確保しながら事業を実施していくことが必要であり、
補助事業終了後も委託された民間企業等は砂川市が引き続き一般財源で事業継続をしない場合、民間企業等が雇用を
確保しながら、独自に営利を目的に事業を継続していかなければならないことが採択要件となっております。また、
砂川市も補助事業終了後には一般財源で事業継続を考えていかなければならないことなど、将来展望も踏まえて事業
計画を策定しなくてはなりません。したがって、ふるさと雇用再生特別交付金事業の計画策定に当たりましては、会
計検査も当然ございますので、取り扱いに十分慎重に取り組まなければならないものと考えております。
　現在景気、経済状況が大変厳しい中で、３カ年間の補助事業終了後も新たに正規雇用につなげていくことは大変難
しいものがありますが、ふるさと雇用再生特別対策事業は２１年度から２３年度までの実施期間でございますので、
明年度の２２年度と２３年度に向けて地域の安定的な雇用機会の創出を図ることを目的として、地域のニーズがあ
り、かつ今後の地域の発展に資すると見込まれる事業であれば、実施に向けて企画書の策定を引き続き検討してまい
りたいと考えております。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　それでは、緊急雇用創出事業のほうからちょっとお伺いをいたしますけれども、今回のご提案は公



共施設あるいは工業団地の関係だけなのですけれども、国のほうで言っている部分は、これで言うと１１項目ぐらい
使えるように言われていますよね。各ほかの自治体のいろんな状況を見ましても、いろんな分野に活用しているので
す。例えば介護福祉分野、子育て分野、医療の分野、産業振興分野、情報通信分野、観光分野、環境分野、農業漁業
分野、治安、防災分野、教育、文化の分野、その他の分野というふうにあって、それぞれ要件はあるでしょうけれど
も、やっぱり緊急に雇用をどうするかということがあるものですから、ですからそれぞれの市町村ではさまざまな事
業を組んで、そしていわゆる教育の振興だとか、あるいは福祉推進のための事務員の配置とか、それから高齢者の生
きがいの関係とか、生活、安心の見回りとか、いろんな面で事業を組まれている、各分野で組まれているのです。そ
して、一人でも多くの雇用を確保しようと。
　この政策はご承知のとおり、今のこの大変な経済不況のもとで緊急に雇用対応するということがあるものですか
ら、なぜ公共施設とかだけの草取りとかしか考えられなかったのかなと。ほかの分野にもいろいろ雇用することを、
短期の６カ月なのですけれども、できるのではないかということが１つと、お伺いしたいところの第１と、２つ目に
は３カ年で行うというのはいいのですけれども、緊急雇用ということから、３カ年計画なのだけれども、１カ年で全
部お金を使用することは不可能なのか、道の配分額というのは。私は、基礎事項を読んだとき１年で全部使ってもい
いし、３カ年に分けてもいいというふうに言われているというふうにも聞いているのですけれども、それは間違いな
いのかどうなのかわかりませんので、その辺道の指導はどうなっているのかわかりませんが、緊急を要するとすれば
やっぱりことしの、今年度の雇用拡大もやっていくし、そして取り組んでいただきたいと思いますが、この２点につ
いてまずお伺いします。
　それから、ふるさとの関係では、今さまざまな難しい分野があると言いましたけれども、これも同じように介護か
ら医療から産業から情報や観光から、農林水産から、教育、文化まで１０項目にわたって活用できるのだよというふ
うにされておりまして、確かに今雇用の安定を図らなければならぬといういろんな条件があるのですけれども、しか
し砂川市の実態は、これも大変難しいと言って今回取り組まないのだけれども、全道他の市町村ではいろんな英知を
出して取り組んでいるというものの例が幾つもあるのです。ですから、時間がなかったということの点は部長の答弁
の中にありましたけれども、しかし今回これ提案がないのですけれども、やはり予算規模が先ほど言いましたように
緊急創出事業は１，５００億、それからふるさとは２，５００億というのでマスコミでも報道されておりますので、
市内の業界の方とか、いろんな方はかなり期待感というか、そういうものがあるのです。ところが、実際にはなかな
か取り組まれないということになれば、これはこの事業の制度というか、そういうものはやっぱりよくないのか、そ
れとも我々のところでなかなか取り組めない理由がどうなのかということは問われるし、もしこういう地方財政が厳
しかったり、それから人口規模が少ない市町村で非常に取り組みが困難なものであれば、やっぱりその制度の中身も
改善を求めて、そして取り組みやすいように、だって雇用……この緊急雇用創出事業で雇用拡大につながって景気対
策にならなかったら、何もならない話ですから、ですからそんなに国も厳しい、何でもだめよということは私は言っ
ていないのではないかというふうに思うのです。もし言っているとすれば、やっぱり自治体から改善を求めるという
ことをしないと、これ来年になっても再来年になってもまた活用できないということになってしまうのではないかと
いうふうに思いますが、そのあたりはどのようなご見解を持っているのか。これから時間かけて市内の各団体、業界
の皆さんと話し合えばそういう方向づけがされるかどうか、この点についてお伺いしたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　まず最初に、緊急雇用創出事業の関係でございますけれども、６カ月の短い雇用期間で緊
急的に失業者の雇用を図るという事業で、当市としても各全部課に周知をして事業の精査を行ったわけでございます
けれども、いろいろな事業が出てきたのですけれども、この事業の全体的な国の予算が１，５００億円ということ
で、かなりな金額でございますけれども、各都道府県、そして各市町村には配分された金額が１，２３０万１，００
０円でございますので、これを３カ年で使うということになりますと、今回２つの事業でほぼ６割の執行額になりま
すので、３つ目、４つ目の事業を新たに考えて要望するということはちょっとできませんでしたので、北海道のほう
から砂川市分配分額ということが示されておりましたので、これを６割相当額は初年度の執行額、残りあとは２３
年……２２年、２３年で執行するような指示がございましたので、他の事業の予算、他の２事業以外に考えていくと
いうことはできなかったと。そのようなことで２つの事業に絞り込んだところでございます。
　それからあと、２つ目の１，２３０万１，０００円を１年で使うことはできないのかということなのですけれど
も、前段でご説明申し上げたとおりこの１，２３０万を３カ年で、そして初年度は６割相当額と、残りを２カ年で４
割を使うということのご指示もございましたので、１年目で全額の事業の執行ということにはならなかったというこ
とでございます。
　それから、２つ目のふるさと雇用再生特別事業でございますけれども、いずれの事業にいたしましても本来砂川市
が公共的な事業で実施するものを民間の企業の方に委託するという事業でございますので、民間の方がその事業で事
業収益、収入があったり、販売収入があった場合は、その金額分だけ返還をされるというようなことになります。で
すから、なかなかこのふるさと雇用再生事業の実施方につきましては、ハードルが高くて難しい面があったというこ
とがご理解いただけるのではないかと思っております。市としましても本来砂川市、市町村が行わなければならない
事業を企画して、その企画書案に企業が乗っていただけるような展開になれば事業が実施できるという大変雇用創出
のための事業でございまして、この事業そのものが営利を目的としたり、本来事業収益を求めるような目的でない事
業でございますので、なかなか民間企業の方に委託する際に当たっては事業の精査度が高いと、ハードルが高いとい
うことでございます。そんなところで、ふるさと雇用再生事業は２１年度、今回は予算が計上されなかったわけでご
ざいますけれども、一応２２年、２３年と向こう３カ年ございますので、さらに砂川市町村、砂川市の企画書案の策
定に向かって検討して、来年度以降事業ができないかどうかを再度検討させていただきたいということで考えてござ
います。
〇議長　北谷文夫君　土田政己議員。
〇土田政己議員　それでは最初にも、緊急雇用のほうでお伺いしますけれども、私も今回の事業がだめだというわけ
ではありません。でも、結局いわゆる公共事業というか土木事業、そういう事業だけなのです。ところが、国も言っ
ているし、道も出しているし、それから市町村でもさまざまな事業に取り組めると。来年、あと２カ年もありますか
ら、ぜひ考えていただきたいのですけれども、ほかの市町村では例えばブドウ園を管理するとか、農作業の形だと
か、それからこの英語教員の指導員の配置だとか、さまざまな教育だとかいろんな分野で、今学校なんかで要望のあ
るそういうところに、外国語のこともありますけれども、そんなことで短期雇用ですけれども、なのですけれども、
活用していくと。それから、生活安心のためのヘルパーの見回りとかいろんな点で、さまざまな面で活用して雇用
を、それは１人か２人かもしれません。しかし、その人たちが６カ月働くことになるわけですから、それで雇用創出
が全体的にできると。ですから、いろんな分野の人が、働きたいという人が仕事ができるということになるので、私
はそういう分野で考える必要があるのではないかと思うのです、この活用できる分野でいえば。だから、ぜひ来年度
に向けて、このふるさともそうなのですけれども、やはり特に私はふるさとのほうは先ほど部長答弁ありましたよう
に企業との関係といいますか、業界との関係が出てきますから、特に民間団体の商工会さんとか、建設協会さんと
か、農協さんとか、砂川の経済団体があると思うのですけれども、そういう人たちととことんやっぱりよく話し合い
して、どういうふうにしてそれが事業につなげていって雇用拡大につながるのかとしないと、この市役所の部課長だ
けで考えたってなかなかそれは難しいということで終わってしまうのではないかというふうに思うのです。ですか
ら、この制度、そしてそれでも砂川市がもし活用ができそうもないのであれば、私は先ほど言いましたようにやっぱ
り国にこれはそれではだめだと言わないと、せっかく国は景気対策に組んだ、組んだと、何千億組んだといってもそ



れが活用できないようなことであれば、地域の活性化にも地域の景気回復対策にも雇用対策にもならないということ
になるものですから、そのあたり改めて市独自が努力をして一生懸命やったけれども、しかしそれでもなかなかでき
ないとなれば、やっぱりこれはもう意見を言う以外にないと思うのです。それを活用してやっぱり砂川市の活性化に
なるために努力していきたいというふうに思うので、する必要があると考えるのですけれども、そのあたりの今後の
取り組み方についてお伺いして終わりたいと思います。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　今回のこの事業につきましては１１分野ということで、幅の広いいろんな側面から失業者
の雇用対策が見込まれる事業でございますけれども、本来市町村がやらなければならない事業の一部を民間の企業の
方に委託していただくということでございますので、通常企業の方がその補助期間の間だけ委託を受けて実施しても
営利を目的とされるのが民間企業でございますので、補助事業が切れた後、民間の方が独自にそれを展開していって
失業者を雇用していけることが見込まれるかどうかというところまでこの事業の精査をしなければならないというこ
とでございます。または、補助事業が切れた後、砂川市が必要と認めて一般財源でもってその事業を継続していかな
ければならないということで、本当に長い計画の中でまちづくりを考えていく事業となるわけでございます。砂川市
のほうで企画案が出なかったということでございましたので、今後もしそういう企業のほうからそういう企画案がも
し出れば、本来それが地域のニーズに合った市町村が本来やらなければならないものなのかどうか、それらを精査し
ながら、砂川市の企画案として認めた場合は情報公開を行いながら、誠意を持ってやっていただける企業の募集を図
っていかなければならないかと、そのようなことで考えてございます。今回のこの事業は、あくまでも市町村が本来
行わなければならない企画案に対する事業でございまして、営利を目的とした企業等の……を主とする目的の事業で
あれば、その部分につきましては事業の対象とはならないと。もし収入があれば、その分発生したものについては返
還命令ということになりますから、なかなか雇用対策事業でございますので、企業の本来やらなければならない企業
の事業ではないということでご理解をいただかなければと思っております。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　（登壇）　私も緊急雇用創出事業の関係について、簡単にちょっとお伺いしておきたいと思って
おります。
　この時期に、失業者も多いというこんな時期に事業が行われるということは、私としては非常に喜ばしいことだな
というふうに思っております。その立場での質疑なのですけれども、簡単なことをお聞きしたいのですけれども、人
件費７０％、そのうち新規で７５％以上ですか。４分の３ということで説明、提案説明ありましたけれども、この環
境整備の関係でいうと抜根とか、いろいろなことを言われていたのだけれども、人件費７０％というのは非常に私も
土木等々もやっておりましたけれども、人件費７０％というのは非常に厳しい数字だなというふうに思っておりま
す。車１台借りれば、１日８，０００円なり１万円なりという形にもなりますし、機械を使えばまたその分上乗せと
なってくると、なかなか経費のこともありますから、７０％人件費というのは非常に難しいのかなというふうに思う
もので、その達成見込みといいますか、そういった部分、本当はこれは予特なんかがあれば、そこでお伺いしたいと
ころだったのですけれども、そういう場がないものですから、ここでお伺いしたいものであります。
　それから、新規の方が、新規の方だと思うのですけれども、７５％でしたか。説明ありましたけれども、この基
準、その判断、そういったものをどういうふうにされていこうと考えておられるのか、お伺いして１回目とします。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　緊急雇用創出事業で２点ご質問をいただきました。
　１点目なのですけれども、人件費相当割合が７０％、大変厳しい数字だというご提案、ご質問なのですけれども、
これは前回もこういう事業があったわけですけれども、そのときは８０％だったのです。さらに、今回はいろいろな
企業、今回のこの事業を実施するに当たってかなりハードルが高いということで改正されて、むしろ７０％に下げら
れたというところでございます。しかしながら、７０％でも高いというご質問なのですけれども、この事業の補助金
交付要綱でそのような基準でなければ補助の対象にならないということでございますので、この基準に沿った形で事
業を実施していただける企業の選定ということになろうかと存じます。
　それから、失業者の率が７５％以上ということでございますけれども、この失業者の方の基準の判断でございます
が、ハローワークのほうに失業者として登録されている方、一般に主婦だとか学生だとか、そういう方々を採用する
ことは失業者とはみなされないということでございます。同じ主婦の方でもきちんとハローワークさんのほうに失業
者として登録されていれば、失業者とみなされるということでございます。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　るるご答弁いただいたわけでありますけれども、私この８０％のときの事業というのは実際携わ
ったことはありませんけれども、お聞きしたことはあります。そんなことから７０％に下がったという経過も知って
おります。そんな中で、私は本当はできればこれが１００％に限りなく近い部分で人件費に充てられることが一番望
ましいかなというふうに思っているのだけれども、現実問題としてちょっと厳しいのではないかなというふうに思
う……思ったものですから、その達成見込みはどうなのかということを１回目お伺いしたつもりだったのです。
　これは、私この２回目、いい事業だと思っていますので、深く質問はしません。ただ、意見だけ述べさせていただ
ければ、砂川市でということは言いません。では言いませんけれども、８０％の人件費を、前回ですよ。８０％の人
件費を、になったという結果はあるのだけれども、内容がそうではなかったということもあるのです、実際。実際は
違うのです。違う場合もあるのです。砂川市ではないですよ。過去的にあるもので、その辺の実態がどうだったのか
ということを考えれば、私はそういった話を聞けば非常に残念だったなというふうに思うものですから、そんなこと
がないようにしていただきたいものですからこういうお話をさせていただいて、質疑をさせていただいた経過がござ
います。いずれにしても、この時期にこういった事業を行って雇用の創出ということでは、私非常に喜ばしいなとい
うふうに思っているものですから、再度ちょっとお伺いしたいのは、この人件費７０％を本当に達成できるのかいと
いうところで、その見込みをお伺いしたいと思います。
　例えばこういうことなのです。こういうことをやってほしいよという委託なのだと思うのです。それについて、使
う資材であっても使用車両であっても決まっているはずなのですよ、大枠は。決まっているもので、あなたの会社は
人件費７０％でおさまるかい、あなたのところはおさまるかいという、そういう種類の問題はないと思っているので
す。ですから、７０％という設計の段階あるいは業者の方にしてみればその施工計画書ですか。そういったものを作
成する段階で７０％を明らかに達成できるような見込みでなければ、これはもう事業そのものが成り立たないわけで
すから、その辺の見込みがどうなのかということをちょっとお伺いしたいなというふうに思っています。それと、新
規の方については先ほどご答弁いただいて、ハローワークに届けているということでは理解しましたので、その辺の
部分だけお伺いしたいと思います。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　人件費７０％の達成見込みというご質問でございますけれども、過去に砂川市が平成１３
年から１６年にこれと同じような事業をやったわけでございますけれども、そのときの事業実績におかれましてもき
ちんと補助金交付要綱に定めた達成ができているわけでございましたので、今回新たにこの事業を実施、参加するに
当たりましての企業、参加希望者にも十分この事業の趣旨を説明いたしまして、ご理解をいただける最大限の努力を



するということでございます。達成が見込まさらなければ、この事業の補助金の交付要綱に違反して補助金が交付さ
れないということになりますので、十分あくまでも雇用を創出する事業でございますので、ただ一企業の営利を目的
とした事業の発注ではございませんので、この辺雇用の創出事業という趣旨を十分理解の上、事業に参加していただ
くということで考えてございます。
〇議長　北谷文夫君　一ノ瀬弘昭議員。
〇一ノ瀬弘昭議員　ただいまご答弁いただいたわけですけれども、これを達成、ぜひとも達成していただいて、今こ
ういう時代ですから、一人でも多くの方が新規で働けるような事業として頑張っていただきたいということを申し上
げて終わります。
　以上です。
〇議長　北谷文夫君　午後１時まで休憩します。
休憩  午前１１時４７分
再開  午後  ０時５９分
〇議長　北谷文夫君　休憩中の会議を開きます。
　午前中に引き続いて質疑を続けます。
　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　（登壇）　一般会計の補正予算に対する総括質疑を私も行うのですが、ほとんど土田議員の質疑の
中でダブるところが大分ありますので、その辺は割愛しながら質疑をしていきたいと思うのですけれども、また私が
１回目で用意していた質疑が答えられているので、２回目が最初になることもありますので、よろしくお願いしま
す。
　まずは、根本的に今の現状の砂川市における雇用、失業の現状をまずお伺いをしたいと思っているのです。それ
で、私も今回は当然国のほうとしては、ふるさと雇用再生特別交付金というのと緊急雇用創出事業というのをセット
で出されてきていますので、砂川市としては緊急雇用創出事業の予算化しかされていませんので、関連してふるさと
雇用再生特別交付金のこともお伺いをしたいと思っていますが、先ほどのやりとりの中で大体事業の内容とかはわか
ってきましたが、ただふるさと交付金、ふるさと雇用再生特別交付金の関係で、普通これ今まではやはり市町村に配
って、これだけのお金がありますよというような形であったと思うのですが、先ほどの答弁でいきますと、こちらの
ほうは北海道から提示がなかったというようなお話がありましたが、提示がなかったということになると一体どんな
仕組みで、他市町村も含めてこのふるさと雇用再生特別交付金が配分されていくのかということが何もわからないの
です。その辺のところをお伺いをしたいと思っています。
　それから、この事業を決定していく中で、先ほどの答弁の中でも１月３０日に部課長会が行われて、２月の１０日
に空知支庁に意向調査を提出したというお話になっていたが、出てまいりましたけれども、ふるさとの関係は特に民
間との関係が非常に強いようなので、これはあくまでも庁内の部課長会の中だけで事業を決定あるいは検討が行われ
てきたのか、多少なりとも民間の知恵をかりようというような動きはあったのかどうかをお伺いをしたいと思いま
す。
　そして、特にふるさと雇用再生特別交付金のほうが随分事業を見つけていったり実現するためには難しいようなお
話ばかりが先ほど出てきましたけれども、そうなってくるとこの今回の雇用、緊急雇用に対するこの国のやり方とい
うのが本当に現実味を帯びたものなのかどうかまで疑問になってくるような感じが私はします。ただ、ふるさと雇用
再生特別交付金の、私はインターネットで引っ張るわけですけれども、そんなに難しいような、具体的な事業のイメ
ージということで国のほうが出しているのですけれども、そんなでもないような感じはするのです。例えば地域ブラ
ンド商品の開発、販路開拓事業とか、旅行商品の開発する事業とか、高齢者宅への配食サービス事業とか、これはや
れるのではないのかなというような事例が出てきています。それから、先ほど土田議員も話をされていましたけれど
も、それこそ他市町村のふるさとの関係の具体的な委託事業というのを見てみますと、幼稚園における支援事業だと
か、この前もあった学校図書館のデータベース化推進事業だとか、町内周回バス運行事業だとか、いろいろなものが
あるのです。
　それで、私は例えばという話で、このふるさとの関係がどれだけ難しいのかというのをぜひ説明をしていただきた
いのですけれども、私この今回質問をする上で、こんな事業だったらどうなのだろうというのを２点ばかり考えてき
ていますので、ちょっと聞いていただいて、いや、それは今回のこれでは無理だわというのであれば、そういうふう
にお答えをいただきたいと思うのですけれども、まず１つは、例えば交流センターゆうは経常的にいつも人手が不足
している状態なのです。２階部分を子供ゾーンという形でやっているのですけれども、もうボランティアの人たちば
かりで頑張っている状態です。そもそもゆうをつくるときに最初は、ある程度しっかりとそこに常駐をしてもらいな
がら子育ての関係のいろいろなことをやったらどうだというアイデアがかなり出ていまして、その当時ですね。とこ
ろが、今現実はもうボランティアの方ばかりの状態ですから、せっかくですからこういう機会に常用の子育て支援の
そういう人を雇って、ゆうの子育ての関係を充実したらどうかなというふうに思う事業はどうなのかという点です。
　もう一つは、この前の３月議会の中で出てきたのですけれども、これからはスイートロード事業を縮小して中心市
街地活性化協議会でいろいろやっていきたいというお話があったのですが、その中で空き店舗を利活用をして地元農
産物や物産品の販売などを行うコミュニティースペースをやるというようなお話があったのですよ。普通こういうの
をやるときに、地元の農家の方々も農産物は売りたいと、朝市なんかもやりたいと。ところが、自分たちがつくって
いるのをだれが売ってくれるのというのがいつも問題点で上がってきていたと思うのですよね。それは、例えば物産
なんかでも同じだと思うのですけれども、だれが売ってくれるのだろうということなのですよね。そんなような意味
でいけば、今失業中の方にその販売をやってもらったりとか、そのお店の管理をしてもらったりとか、集計とかいろ
いろありますが、そういうことをするのに今回のこのふるさと雇用再生特別交付金をうまく活用できないのかという
ようなことはいかがなものなのかなというふうに思うのですけれども、まずそういう点をお伺いして１回目を終わり
たいと思います。
〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　（登壇）　何点かご質問をいただきました。順番にご答弁申し上げたいと思います。
　最初に、砂川市における緊急雇用の現状でございますが、滝川公共職業安定所の資料によりますと平成２１年２月
の雇用動向で月間有効求職者数は３，１４８人、これに対しまして月間有効求人数は１，１２１人で月間有効求人倍
率が０．３６倍、前年同月比と比較いたしますと０．１３ポイントの減少となり、有効求人倍率は１２カ月連続下回
って大変厳しい状況となっております。このうち砂川管内、砂川市、上砂川町、奈井江、歌志内の状況でございます
けれども、月間有効求職者数が６６４人、月間有効求人数１９５人、月間有効求人倍率が０．２９倍となっておりま
す。昨年の１２月とことし２月の雇用動向を比較いたしますと、月間有効求職者数は１６９人の増、月間有効求人数
は１７人の増で月間有効求人倍率は０．０７ポイントの減少となっておりますので、さらに厳しい状況となってござ
います。
　続きまして、ふるさと雇用再生事業の配分の関係でございますけれども、北海道から今回配分されたのは緊急雇用
創出事業だけでございまして、ふるさと雇用再生特別事業につきましては配分がなかったところでございます。これ
は、北海道の全部を網羅した予算の考え方でございまして、順次大変ハードルが厳しいということで市町村配分がな
されなかったのではないかと推測しているわけでございますが、この補助金交付要綱に基づいて実施可能な市町村が
あれば、順次各支庁を通じて道のほうに事業のヒアリングを受けて実施可能かどうかということで決定されるのでは
ないかと考えてございます。通常砂川市で今回６割相当額の緊急雇用も予算計上してございますけれども、あくまで



もこの緊急雇用もふるさとも入札でもって民間企業の方が決定されるわけでございますので、そこで入札で差金で落
ちていきますから、当然そういう形ですべて今回配分されなくても全部１年目でふるさとの事業が消化されるという
ことはないだろうという形で考えてございますし、３カ年で向こう予算的に国のほうで配分してございますので、そ
のような形で２２年、２３年に向けて当市では企画を考えて実施を考えていきたいと思ってございます。
　３つ目の部課長会議と民間とのかかわりの関係でございますけれども、１月３０日に担当者、部課長会議を開催い
たしまして２月の１０日に空知支庁に提出するという短い時間の中で各部、課、係まで事業の趣旨説明を行ってまい
りましたけれども、緊急雇用の関係につきましてもある程度、５点ばかりの事業の考え方が示されましたけれども、
一応それぞれ予算の配分の中から６割相当額ということで絞り込んで今回２事業を予算計上させていただきました
し、またふるさとの関係につきましては、なかなか事業のハードルも高いということで、今回事業の予算計上がされ
なかったところでございます。議員からご指摘のありましたとおり、民間とのかかわりの関係につきましては、もし
そのような民間企業からいただいた企画案が砂川市にとって必要なものであり、地域のニーズに合った、合致しまし
て砂川市の発展に必要なものと判断したときは、砂川市からの企画ということで採用させていただきますけれども、
必ずしもご提案された民間企業の方の企画案がそのままその企業の方に、入札でございますので、そちらの民間企業
との契約になるということはないわけでございますし、また砂川市といたしましても本来市町村が企画するものでご
ざいますので、その企画案が事業の趣旨に合ってでき上がったときには、この砂川市の事業計画が策定された段階で
事業を円滑に実施するためには広く情報公開ということで委託事業を的確に遂行する能力のある企業を求めることに
なりますので、今回は企画案がない段階では情報公開ができなかったということでご理解をいただきたいと思ってお
ります。
　それから、４つ目のインターネットでいろんな事業が調査されたということでございますけれども、例えば砂川市
でご提示ありました２点についてご説明申し上げたいと思いますが、地域交流センターでそういう子育ての関係でゆ
うで実施されているということは、このふるさとの事業で該当できないのかということでございますけれども、まず
最初に既に行われている既存事業については、この事業の趣旨からいって採択はされないと。新たに新規の事業とい
うことということでございますし、仮に子育ての関係で１年間の雇用が見込まれる事業なのかどうかということにも
なろうかと思いますし、補助の期間の３年間だけここに子育てのものができたと仮にいたしましても既に保育所だと
か学童保育が砂川市にございますので、４年目以降はどうなるのだろうかということで長期の展望に立ったことで考
えていかなければならないかと存じます。そのようなことで、この１点目のゆうの子供の子育ての関係につきまして
は、既存事業の取り扱いということで判断して振りかえ事業でございますので、これは事業の採択基準に合わないの
ではないかと考えているところでございます。
　２点目のスイートロード事業の関係で、空き店舗で物産販売、農産物の販売ということでございますけれども、こ
のふるさとの事業につきましてはあくまでも雇用の創出が目的とするものでございまして、個々の事業収入といいま
すか、販売収入を求めることを目的とするものではございませんので、このような形で営利目的の事業を対象とする
場合は、発生した収入がある場合はその分だけ、事業収入の分だけ返還を命ずるということになろうかと思います。
例えば空き店舗の関係で１，０００万、１０分の１０でございますから委託料をお支払いして、そのうち人件費が５
０％と。残り５０％がその物販の賃料だとか宣伝費だとか、いろんなものがあるわけでございますけれども、あくま
でも農産物の価格も全部入った形で委託契約を組みますので、新たに発生したもの自体はそこから差し引かなければ
ならないということで、本来この事業は企業が事業の拡大のために行うというものはふさわしくないということで国
からのＱ＆Ａでも示されておりますので、あらかじめ収入を見込んだ営利目的の事業は対象とならないということで
ご理解をいただきたいと存じます。
　以上でございます。
〇議長　北谷文夫君　小黒弘議員。
〇小黒　弘議員　聞けば聞くほど何なのだろうなと正直思うのですよ。一体何をやらせたいのかということなのです
よね。それで、企業の拡大が目的ではないって、拡大しなかったら雇用なんか生まれないではないですか。全くおか
しな話で、特に国のほうはふるさと雇用再生特別交付金というのを緊急雇用事業よりも１，０００億円も多く予算は
つけているのですよね。結果的に言えば今言ったように、ではこんな事業はどうなのだと、いや、これはだめ、あれ
はだめ、これはだめでしょう。それでは、国は金つけたけれども、地方はやりづらいようなことをやっているのかと
いう話ですよね。だけれども、これできればこの部課長会議、この検討をされたのはどなたがトップでやられたのか
ちょっとわかりませんけれども、僕は政策的に砂川市の方向性として今言ったように砂川市でも雇用状況というのは
悪化していると、こういう状況があるのだと。でも、この国が目玉で打ってきた事業に対して雇用が生まれるのはた
った６人という実績なのですよ。緊急雇用よりもより多くの国のほうは予算をつけているふるさと雇用再生特別交付
金の活用はゼロです。これ対外的から見れば、砂川市さんは何をやっているのですかと、せっかく国が予算つけたの
に、それを活用するすべもないのですかと、アイデアもないのですかという僕はイメージに思えるのです。だけれど
も、実はこの活用方法が非常に難しいのだとすれば、それをちゃんと言わなければ、１月３０日に部課長会議をやり
ましたけれども、砂川市の企画はありませんでした。だから、今回予算ではついていませんというのが今までの話の
一つなのですよ。流れなのですよね。でも、そんな説明以外にないのですかね。
　僕がさっき言った、ではこの２つの事業は一体どうなのでしょうか。経済部長は、それは所管外だからわからない
と思います。だけれども、今ゆうの関係の子育ての支援の関係、それやっている事業、既存の事業ではないですよ僕
言ったのは。その中身は、わかっていらっしゃらないで今答えていると思うのです。それは、ゆうの関係でもない
し、わからないだろうと思うのですよ。今全員ボランティアでやっているのだなんていうことも知らないでしょう。
以前だってそういう話があったけれども、ずっとやれてきていないのですよ。だから、せっかくだったらこの機会を
通じてそういう人を雇ってやれば、ほかのゆうの仕事だってできるではないのと。だから、余りやれないことばかり
を強調するのではなくて、絶対に逃げ道とか抜け道というのはあるのだから、それを探した中ででも有効に活用した
ら僕はどうかなと思っているのですよね。
　いつものパターンだけれども、いや、これが、このハードルが高いからやれないのです、こうだからやれないので
すと。結果的には、ほかがいろんな手を使ってやってきても砂川市だけはふるさと雇用のこの関係ではゼロなんてい
うのが新聞で一覧表をつけられたら非常にイメージ悪いですよね。だからこそこの事業がどれだけ、うちはこんなに
いろいろ検討していろんなことをしたのだけれども、いかにもハードルが高くて今回は無理なのですという話をちゃ
んとどなたかしていただけないものなのでしょうかね。そうではなかったら、さっき私が言ったようなイメージにな
ってしまうという僕はおそれを感じているのですけれども、市長はどういうふうにこれ思われているのでしょうか。
今の経済部長の答弁だけでいいのでしょうかね、あんな事務的な答弁の方法だけで。これまさに１００年に１度の経
済不況で、雇用の状況だって砂川は悪いと今話になっているのですから、国のほうはこうやって４，０００億円も金
出している。だけれども、砂川は６人の雇用しか生まれていない。こういう状況でそのまんまで、ああ、そうですか
で済むのかどうかという問題を今私は言っているのです。基本的な考え方なのですけれども、それだけなのかな。さ
っきの空き店舗の関係にしたって、この前の３月議会ですよ。目玉の事業としてやろうという話が出てきたので、仮
に僕はそこで物販の中で利益が出たからといって、お金を返さなければいけないとかという話もあるのでしょう。お
金返せばいいのですよ。だけれども、雇用だけは確実に生まれるのだから、そしてその事業ができるのだから、ただ
で国のお金で人を雇えるのだったら雇えばいいではないですか、３年でも。そのぐらいの国を手玉にとると言ったら
言葉悪いけれども、国のこういう事業をうまく生かそうとか、何とかしようという思いというのはないものなのです
かね。ぜひお答えをいただきたいと思います。



〇議長　北谷文夫君　経済部長。
〇経済部長　栗井久司君　２回目のご質問でございますけれども、あくまでもこれは補助事業でございますので、そ
れぞれの補助事業の、補助事業の実施要綱に基づいたものでなければ事業採択はできないということでご理解をいた
だきたいと存じますし、仮に３年間この事業をやった後４年目につきましても雇用が継続に見込まれるということで
なければ、当初の事業の採択時にはできないということでございます。それに現在また地域交流センターゆうでボラ
ンティアでやっている事業をあえて雇用でやって、４年目、ではどうするのでしょうかということの考え方にもなる
わけでございますので、長期の展望計画に従った形で地域交流センターゆうの集客を考えていかなければならないか
と存じます。
　それから、緊急雇用で６人の雇用ということでございますけれども、当市の１，２３０万１，０００円の配分から
６割相当額の７８０万の事業規模からいえば、このそれぞれ７５％の雇用数の６人というのは妥当な数字でございま
す。国の総予算では、緊急雇用は１，５００万もありますけれども、当市のほうに来た金額では１，２３０万１，０
００円でございますので、そのような形に当然補助事業の採択要件から申しましても妥当な数字になるわけでござい
ます。予算として計上されなかったふるさとにつきましては、３カ年の事業でございますので、いろいろハードルが
高くて活用が難しい面もございますけれども、雇用の確保の創出ということから考えますと、次年度以降企画案をさ
らに検討して実施方に向けて検討してまいりたいというふうに考えてございますので、ご理解をいただきたいと存じ
ます。
〇議長　北谷文夫君　市長。
〇市長  菊谷勝利君  （登壇）　ご質疑ごもっともだと思うのですけれども、ただこの内部で毎年予算編成する際
に、例えば継続する事業については将来の予算展望を立てた中で事業展開をしなければならないというふうに我々は
思っているのです。ですから、先ほどご質問あった中に例えば英語の教師を雇ってはどうかという話もありました。
ごもっともだと思うのです。ただ、それを３年間で４年以降打ち切った場合、父兄の方々はどう考えるのだろうと。
そういう意味では、やはり継続に耐えれるまず事業ではなければならないと思うのです。したがって、私どもこの緊
急雇用については７００万の割り当ての場合は、その場合はできるのですけれども、国が私おかしいのは、今１００
年に１遍の経済状況が厳しいと、雇用は大変なのだからといってやっていながら、いつまでもその事業をせいという
ことに私は率直に言って疑問を持っているのです。少なくとも今すぐ雇用を何とかしなければならないから、こうい
うことでもっともっと緩和されて、少なくとも今年度はこれだけやりなさいというのであれば我々は取り組むのです
けれども、実はそれは３年後もやりなさいとか、これは営利を目的ではだめだとか、継続的にやっているものはだめ
だということで、私すごくこのハードルがあり過ぎるというふうに思っておるのです。ですから、国は一体何を焦点
に当ててこの事業を展開したのか、私は正直言って理解できないのです。ですから、緊急雇用創出については、私と
しては探してとにかくやろうと、ふだんやれないものをとにかくやっていこうと、そして何とか一人でも二人でも雇
用を創出しようということで今回この補正をしたけれども、ただ今後とも雇用、こちらのほうは、ふるさと雇用再生
特別交付金についてはいろんな条件あるぞと。これについては、官だけではだめだから、民とやはりよく協働の考え
方でやらなければならないから、今後は会議所なり建設業界なり等々と相談をしながら今後やっていこうと、来年以
降はということで、おっしゃられる新聞などで砂川だけこれ一つも取り扱われていないということでは、私は担当の
者に原因はなくないかと、もっと考えるべきでないかということを今回の予算に当たっても、当然議員の方々は一体
何をしているのということになるぞということを担当の者に申し上げておるわけでありますけれども、ただ継続を今
後とも続けるかいということになると、正直言ってそこまで今現時点でこれはやらなければならない事業という位置
づけができるかどうかということについては率直に言って疑問を持っているから、今回の場合はやむを得ないけれど
も、２年、３年後の状況を考えて今後検討していこうと、こういうことですので、今しばらくお待ちをいただきたい
と。ただ、泣き言を言ってもしようがないのですけれども、ちょっとふるさと雇用再生特別交付金については、私自
身正直言って国は一体何を考えておられるのかなと。今緊急対策でやるべきものではないのかなというふうにちょっ
と国の考え方と私とは異にするものがあると思っています。
〇議長　北谷文夫君　他にございませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　これで質疑を終わります。
　続いて議案第１号の討論に入ります。
　討論はありますか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕
　討論なしと認め、これで討論を終わります。
　これより、議案第１号を採決します。
　本案を、原案のとおり決定することにご異議ありませんか。
〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕
　ご異議なしと認め、原案のとおり可決されました。

　　　　◎閉会宣告
〇議長　北谷文夫君　以上で日程のすべてを終了いたしました。
　これで平成２１年第１回砂川市議会臨時会を閉会いたします。

�閉会　午後　１時３２分
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